
第１回京都府アレルギー疾患医療連絡協議会

（資料３）



取組 概要 担当

１ アレルギーに関する従事者研修 地域課題や、市町村・事業所等から要望を
受けて実施

保健所

２ アレルギーに関する専門職研修の受講 アレルギー相談員養成研修会等の受講 健康対策課

３ アレルギーに関する情報提供 府のホームページで、アレルギー疾患につ
いて、関連サイト紹介、育児Q＆A、アレル
ギー予防のためのQ＆Aを掲載

こども青少年総合
対策室、生活衛生課、
健康対策課、保健所

４ 第6次京都府食の安心・安全行動計画
（令和4年度～令和6年度）

食の安心・安全の確保に関する施策を総合
的かつ計画的に進めるための行動計画

農政課

５ 食物アレルギーの子 京都おこしやす事業 食物アレルギーのある子どもが、京都への
修学旅行等を楽しんでもらうため、受入施
設における食物アレルギー対応体制づくり

健康対策課

６ きょうと健康おもてなし食の健康づくり応援店 食物アレルギー表示の店舗登録・紹介 健康対策課

７ 京都府災害時栄養・食生活支援ガイドライン
災害時等の給食提供に関するガイドライン（特
定給食施設版）

府・市町村の「地域防災計画」に基づく栄
養指導等を効果的に行うための手引き

健康対策課

８ 学校等における食物アレルギー対応の手引 学校等の食物アレルギー対応の基本的な考
え方の手引き

京都府教育委員会



１.アレルギーに関する従事者研修
◆地域課題や市町村・事業所等からの要望を受けて各府保健所（保健師・管理栄養士）が実施

会議名：管内小児栄養業務推進研修会・連携会議（令和２年１月実施） 南丹保健所

対 象：(１)市町乳幼児への食事指導に関わる者 (２)乳幼児の給食提供に関わる者 (３)在宅栄養士

内 容：講演「食物アレルギーの最新情報について～授乳・離乳の支援ガイド等の改定を受けて～」
講師 同志社女子大学 特任教授 伊藤 節子 氏

参加者：30名【行政管理栄養士、保育園管理栄養士、看護師、保育士、在宅栄養士、保育所調理員等】

研修名：母子保健従事者研修会(令和４年４月実施) 山城北保健所

対 象：(１）山城北保健所管内市町において母子保健業務に従事する者
（２）京都府内の保健所において母子保健業務に従事する者

内 容：講義「乳幼児のアトピー性皮膚炎と食物アレルギーのＱ＆Ａ」
講師 山城北保健所保健課 医務主幹 森元 真梨子医師

参加者:13名【市町村管理栄養士、市町村・府保健師】



２.アレルギーに関する専門職の研修受講
◆アレルギー・リウマチ相談員養成研修を受講した保健師を保健所に配置することで、患者・

家族の療養生活上の相談・助言体制の整備を行うとともに、関係職員の資質向上を図る。

研修名：アレルギー相談員養成研修会（主催 一般社団法人日本アレルギー学会）

目 的：正しい知見に基づいたアレルギー疾患に関する一般的または専門的な情報の提供を行うこと

対 象：アレルギー疾患に関して患者やその家族と接する機会の多いアレルギー専門医以外の医師、薬剤師、看護
師、保健師、栄養士などを対象

参加者：平成14年度～令和４年度の受講者人数 16名【府保健師】

研修名：アレルギー疾患対策従事者研修（主催 国立保健医療科学院） ＊今年度からの研修

目 的：各自治体でのアレルギー疾患対策に関する各地域の実情に応じた医療機関との連携強化と人材育成の能力を獲
得する

対 象：都道府県・指定都市・中核市・保健所設置市・特別区の自治体に勤務し、アレルギー疾患対策に係る保健
師等又は、対策を推進する部署でその人材を管理・統括する保健師等

参加者: 令和５年度の受講予定者人数 １名【府保健師】



３.アレルギーに関する情報提供
◆府のホームページにて掲載



４．第６次

京都府食の安心・安全行動計画

（令和４年度～令和６年度）

◆食の安全性確保に向けた監視・検査体制の

確保、食品関連事業者等の自主的な取組の

促進、府民への正確な情報の提供



５.食物アレルギーの子 京都おこしやす事業
◆修学旅行で訪れた食物アレルギーのある子どもの安全を第一

に考えた食事を提供する仕組み

協力宿泊施設・食事提供施設
‣協力宿泊施設数 ：１３４施設
‣協力食事提供施設数： ３１施設 （2023/02/時点）

会 議：食物アレルギーの子
京都おこしやすプロジェクト会議（平成25年～）

研修会：事業参加の宿泊施設、食事提供施設、旅行会社等へ
食物アレルギーのある子どもの安心・安全な受入を
推進していくため、事業施設が食物アレルギー対応
を実践できるよう、知識や対応方法について学ぶ。

（令和元年度に実施）
内容：「食物アレルギーの基礎について」

同志社女子大学 生活科学部食物栄養科学科
伊藤 節子特別任用教授

参加者：58名【40所属 うち府内宿舎・食事施設32（うち協力施設13）】



６.きょうと健康おもてなし食の健康づくり応援店

◆食物アレルギー表示の店舗登録・紹介（府ホームページ）

食物アレルギー表示 食の健康づくり応援店
‣登録数 448店舗 2022/12/現時点

◎特定原材料（※）７品目を含むメニューすべてに、当該原材料を含
む旨を表示すること

※特定原材料とは えび・かに・小麦・そば・卵・乳・落花生の７品
目（内閣府令改正により、特定原材料品目が増えた場合は、それに
準じる）



７.京都府災害時栄養・食生活支援ガイドライン
災害時等の給食提供に関するガイドライン（特定給食施設版）

災害発生後は、

・乳幼児

・嚥下困難な方
・慢性疾患患者で食事療法が必要な方（食物アレル
ギー患者等）

・病院等で食事療法を必要としている方

の対応も求められており、

平常時からの体制整備とあわせて、「被災者支援」及

び「被災給食施設支援」について時系列に、災害時に

想定される状況とそれに伴う市町村、給食施設、保健

所及び府健康福祉部が行うべき活動を整理したもの



８.学校等における食物アレルギー対応の手引

小・中・高等学校及び特別支援学校を対象とし,

全ての教職員が組織的に対応できるよう、関係

機関と連携した支援体制の在り方、学習活動及

び学校給食の時間等における配慮点や管理体制、

宿泊を伴う校外学習での準備など、必要な事項

について整理したもの


